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E6 地球システムの観測・予測・評価

E6.05 生態系・生物多様性の評価・予測
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本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・ダッシュボード版 :https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF 版 :https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41E605.pdf

1.	 研究開発領域の定義
本領域では、陸域、陸水域、海域における生態系や生物多様性の地理的・空間的な分布、時間的な変動

を複合的なスケールから評価、予測するための研究開発を対象とする。具体的には衛星観測や航空機観測お
よびカメラトラップなどから得られた画像データ、データロガーや音声データなどを使った行動追跡、環境
DNAを用いた分子生物学的分析などから得られた大規模データの解析技術、およびデータ蓄積・配信シス
テムとしてのデータベース構築などの動向を扱う。さらにそれらを駆使しての生態系や生物多様性の形成・維
持機構の解明や将来予測モデルの開発、気候変動や土地改変による影響の予測・評価も対象に含む。

2.	 本領域の意義
生態系や生物多様性に関する研究開発は、野生生物や自然環境の保護および保全の観点だけではなく、生

態系というシステムの仕組みの理解や、システムの安定性および生物多様性が維持される要因の解明も目的
となっている。研究成果は学術的理解の深化だけではなく、環境悪化の予測や防止、生態系の保全、環境の
修復や再生、気候変動の緩和・適応などにも貢献する。また、近年、気候変動等の社会と環境双方に関わる
諸課題の解決に生態系や生物多様性の活用等を通じて取り組む「自然を活用した解決策（Nature-based 
Solutions(NbS)）」（「自然を基盤とした解決策」や「自然に根ざした解決策」などと訳される場合もある）が、
国内外で推進されている。NbSは費用対効果が高いアプローチと言われることも多く、政策や経済の枠組み
でも重視されつつある。一方で、既存技術に比して、NbSの効果は不確実性が大きく定量的な評価や比較が
難しいという課題があり、そのためNbSの実現（立案、実施、進捗把握など）には、生態系および生物多様
性の観測にもとづく評価・予測に関する研究開発が大きな意義を持つ。さらに、最近では自然資本や生物多
様性に対して国際社会や経済セクターからの関心も急速に高まっている。自然資本や生物多様性に対する企
業の関わり方が、企業価値に影響を与えるという認識が広まりつつある。このことを背景に、生物多様性の
価値の定量化という新たな評価・予測へのニーズが大きくなっている。また生物多様性の危機は気候危機と
並ぶ大きな環境問題であるとともに感染症の問題とも深く関わる。こうしたことから本領域は単に生物多様性
の現状を知りその将来を予測することに留まらず、多様な領域の研究課題、社会課題に波及する学際的な意
義を持つ領域である。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要
国連の持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals(SDGs））や生物多様性条約

（Convention on Biological Diversity（CBD））などにより、生物多様性の保全と持続可能な利用の重要
性は国際的に広く認識されつつある。2022年8月のNature誌では、生態学の重要性を再認識する特集が組
まれ、「気候変動の克服には自然環境の観測モニタリングが不可欠」と強調されている1）。観測技術の発展は、
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政策的に重視される自然を活用した解決策（NbS）の実施にも不可欠である2）, 3）, 4）。海洋の国家管轄権外
区域や遺伝資源の利用、越境汚染などの国際交渉においても、生物多様性に関する科学的知見は重要な役
割を果たしている。2021〜2030年は「国連生態系修復の10年」とされ、国連環境計画（UNEP）と国連
食糧農業機関（FAO）が中心となって劣化した生態系の回復を推進している。金融・産業界でも生物多様
性への関心が高まっており、特に2021年にケンブリッジ大学のダスグプタ名誉教授がまとめた「生物多様性
の経済学（ダスグプタ・レビュー）」5）は、G7サミットなどで繰り返し引用され、「ネイチャーポジティブ宣言」
の発出につながった。同時期に発足した「自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）」は、企業や金
融機関が自然資本に関するリスクや機会を評価・開示する枠組みの構築を目指している。2022年にはTNFD
のベータ版が公開され、2023年9月に最終版が提言として発表された。この他、カーボンクレジットを参考
にした、生物多様性の価値評価に関する制度の検討も国内外で進んでいる。こうした動きを受けて今後は科
学的側面からの生態系・生物多様性の観測とそれにもとづく評価・予測へのニーズはますます高まると見ら
れている。
CBD第15回締約国会議（COP15）はパンデミックにより延期されていたが、2022年12月にカナダ・モ

ントリオールで開催され、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」などが採択された。枠組では、2030年
までに陸と海の30%以上を保護する「30by30」などの目標と各目標の達成度合いを測定する指標が定めら
れた。さらに日本を含む条約締約国には、目標に向けての進捗状況の定期的な報告が義務付けられた。生物
多様性の国際目標は、単純な数値目標ではなく、社会・経済の枠組みで理解しやすい包括的な議論が求めら
れる6）, 7）。定量的な観測・評価・予測は、2030年の目標達成度の評価や2050年ゴールへの軌道修正に不
可欠である。

3.2	 トピックス
（近年の研究開発動向）

生態系や生物多様性の基礎研究では、個体群動態や群集構造、遺伝的多様性、環境応答などを対象とし
た理論・実証研究が継続している。たとえば、森林・湿地・湖沼などの長期モニタリング、環境DNAによる
種同定、行動追跡による生態系機能の解析などが挙げられる。これらは科研費や環境省の推進費、JSTの学
術変革領域研究などにより支援されており、AIやリモートセンシングと並行して、現場観測に基づく知見の蓄
積が進んでいる。
生物多様性の現状把握と将来予測に関する研究開発は、地域から国際レベルまで活発に進められている。

DNAデータや3次元スキャニングなど地上観測の手法が多様化する一方、衛星やドローンなど無人航空機
（UAV）によるリモートセンシングも著しく進展している8）。これらの技術により、遺伝子から生態系レベル
までのモニタリングが可能となっている。このような観測技術の急速な発展と生物多様性の大規模データの
蓄積に呼応して、生物種の分布や変動を予測する統計モデルや機械学習などのツールも進化しており、種分
化や進化を含む生物多様性の形成・維持に関わるプロセスを探る理論・実証研究も着実に進展している9）。
具体事例を以下に挙げる。
衛星観測などの大規模なリモートセンシングデータをクラウド上で解析するツールの普及が進んでおり、

Google Earth Engineが代表例である。国内ではTellusなど国産クラウドの推進も進められている。これら
により、例えば全球規模で毎年の季節ごとの正規化植生指数（NDVI）を一括計算することが可能となり、
地域から全球スケールまでの生態系変化の把握に貢献している。マイクロソフト社は2017年からAI for 
Earthプロジェクトを展開し、深層学習を活用した衛星画像からの土地利用変化の評価・予測、生物種の写
真同定、カメラトラップデータの解析など、生態系・生物多様性の観測・評価に関するクラウドサービスを提
供してきた10）。生態系・生物多様性の予測モデルでは、GBIFなどの生物分布情報と環境データを用いた「生
態ニッチモデリング（種分布モデリング）」が広く活用されており、統計モデルに加え、ランダムフォレストや
ニューラルネットワークなどの機械学習モデルも利用されている。機械学習ツールの普及は著しく発展してい
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る。例えば、TinyMLなど観測機器などのIoTデバイス上で機械学習をリアルタイムで行うことや、さらに基
盤モデル（大規模学習モデル）などにより汎用的な時系列予測なども可能になってきている。これらにより、
観測・モニタリングで蓄積されたビッグデータの活用が進んでいる。海洋分野でも、陸域と同様に分布モデリ
ングの成果がFishBaseやAquamapなどで活用されており、EcopathやAtlantisなどの海洋生態系モデル
にも取り入れられている。生物多様性データの統合解析を担う国際的な研究拠点として、米国のNational 
Center for Ecological Analysis and Synthesis（NCEAS）やドイツのiDiv（German Centre for 
Integrative Biodiversity Research（iDiv）が先駆的な役割を果たしてきた。近年では、カナダ・アルバー
タ大学のBiodiversity Centreや、ルクセンブルクのLUXEMBOURG INSTITUTE OF SCIENCE AND 
TECHNOLOGYなどでも同様のセンター設立が進められており、分野横断的なデータ統合と政策連携が強化
されている。さらに、地球システム科学分野では、全球スケールの炭素・水循環や気候変動予測の精度向上
のため、生態系に関する知見がこれまで以上に重視されており、将来予測モデルやシナリオ解析に生物多様
性の情報がより明示的に組み込まれるようになってきている11）, 12）, 13）。社会的側面の強い研究としては、食
料・水・気候の安定、文化・景観などの社会基盤が生物多様性に支えられており、生態系サービスとして社
会に便益をもたらすという、生物多様性と人間社会の相互関係を実証した事例も知られている14）。

（国際的な研究枠組みの状況）
生物多様性の研究は、生物の個体群や群集を対象とした自然史研究に端を発し、20世紀前半には個体群

動態に関する数理的基盤が確立された。その後、個体群や群集の安定性、島嶼生物地理学などの理論研究
が進展した。1960年代以降、経済発展と人口増加による環境破壊や土地改変が進む中、自然環境への関心
が国内外で高まり、1986年には国際科学会議が「地球圏-生物圏国際協同研究計画（IGBP）」を開始。そ
の目的は「今後100年間の地球の状況を把握するための情報収集」であった。1992年の地球サミットでは「気
候変動枠組条約（UNFCCC）」と「生物多様性条約（CBD）」が提起され、IGBPの活動は気候変動に関
する政府間パネル（IPCC）、国際人間次元計画（IHDP）、生物多様性科学国際プログラム（DIVERSITAS）、
世界気候研究計画（WCRP）と統合され、現在の「フューチャー・アース」に継承されている。
国際的な生態系モニタリングでは、1993年に「国際長期生態学研究ネットワーク（ILTER）」が設立され、

39ヶ国・750以上のサイトが長期観測に基づくデータ収集・公開を行っている15）。1999年には「地球規模
生物多様性情報機構（GBIF）」が発足し、海洋では「国際海洋データ情報交換システム（IODE）」や「海
洋生物多様性情報システム（OBIS）」が整備され、観測データや標本情報に基づく空間情報の収集・公開
が進んでいる。2005年には「地球観測に関する政府間会合（GEO）」が発足し、「全球地球観測システム
（GEOSS）」を推進。2008年にはその一環として「生物多様性観測ネットワーク（GEO-BON）」が設立され、
生物多様性の間接的指標群を提案した16）。GEO-BONは、生態系の変化の「探知」とその「帰属（駆動要
因）」の精査を推奨しており、これはIPCCでも頻繁に用いられるアプローチである。今後の政策・経済議論
を支えるためにも、生態系モニタリングの維持と拡充が不可欠とされている。また、海洋分野では、BBNJ条
約（High Seas Treaty）が2023年に採択され、2025年夏時点で60か国の批准要件に対し残りわずかとなっ
ており、発効目前である。条約は、国家管轄権外の海域における保護区の設置や遺伝資源の利益配分を含む
制度を構築するもので、科学的知見の活用が期待されている。

（国内動向）
国際的な取り組みへの日本の参加として、IGBPには1990年に日本学術会議が実施勧告を行い、「地球変

化と陸域生態系研究計画（GCTE）」がコアプロジェクトとして立ち上げられ、極東から東南アジアにかけて
の生態系観測の基盤が築かれた。この枠組みは現在も「西太平洋アジア生物多様性研究ネットワーク
（DIWPA）」として継承されている。地球環境問題の解決には地域・大陸レベルでの観測と意思決定が重要
とされ、GEOの下で地域GEOSSイニシアチブが2017年に構成され、日本はAsia-Oceania GEOSS（2017
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〜2019年）に参加し、主導的役割を果たした。その後、同イニシアチブはAsia-Oceania GEO（AOGEO、
2020年〜）へと移行した。また、GBIF、OBIS、GEO-BON、ILTER、iBOLなどの国際的取り組みに対
応する日本ノード（JBIF、BISMaL、JBON、JaLTER、JBOLI）が設立されている。GEO-BONに関連し
ては、2009年に「アジア太平洋生物多様性観測ネットワーク（APBON）」が設立され、域内の研究者・機
関とGEO-BONの連携のもとで活動が推進されている17）。APBONはAOGEOのタスクグループの一つでも
ある。国内の観測データの収集・蓄積は、環境省の「モニタリングサイト1000」や「日本長期生態学研究ネッ
トワーク（JaLTER）」、林野庁の「森林生態系多様性基礎調査」などを通じて進められており、個別の研究
機関や学会による取り組みもある。遺伝子情報の整備も進んでおり、国立遺伝学研究所が管理する「DNA 
Data Bank of Japan（DDBJ）」や、微生物情報を遺伝子・系統・環境の3軸で統合した「MicrobeDB.
jp」などがある。環境DNAの活用も急速に普及しており、日本は世界的にも先導的な立場にある18）。観測
データの科学的評価も進んでおり、日本生態学会の英文誌 Ecological Research では、データ提供に特化
した「Data Paper」セクションが設けられている。日本の地球観測の推進による環境課題の解決を目指し、
文部科学省科学技術・学術審議会　研究計画・評価分科会　第10期地球観測推進部会は「今後10年の我
が国の地球観測の実施方針ー地球インテリジェンスの創出に向けてー」を策定した（2025年1月）。本実施
方針では気候変動や防災分野などに加えて、生物多様性・生態系分野における各種観測技術や情報科学の
発達、様々な観測主体の連携などによる観測とデータ共有、知見創出の必要性を提案している。
評価や予測の分野の研究では、気候変動による陸面植生の変化や、それに伴う大気・陸の相互作用をシミュ

レーションする動的全球植生モデル（SEIB-DGVM）の開発が進められている。状態空間モデルや機械学習
を用いた生態系評価も行われており、既存データの拡充と活用が求められている。気候分野に比べ、生物多
様性分野では日本が主導的とは言い難いが、生理生態学的・理論的側面を支える基礎科学における日本の長
年の貢献は重要であり、今後の基礎・応用研究の発展が期待されている。政策面では、第6期科学技術・イ
ノベーション基本計画において、生物多様性の劣化が気候変動やパンデミックと並ぶグローバル・アジェンダ
として位置づけられている。特に、気候変動は生物多様性劣化の要因である一方で、森林生態系などはCO2

吸収源として機能するなど、両者は密接に関係している。そのため、保全と対策のシナジーによるカーボン
ニュートラルの実現に向けた研究開発が重要とされ、吸収源や適応策における生態系機能の活用が明記され
ている。こうした観点からの研究はすでに始まっており、定量的成果も公開されている12）。生態系・生物多
様性分野の観測動向は、ますます注目されており、上述のとおり「今後10年の我が国の地球観測の実施方針ー
地球インテリジェンスの創出に向けてー」では生物多様性・生態系分野における観測とデータ共有及び利活
用の重要性が議論されている。
2021年に公表された「生物多様性及び生態系サービスの総合評価（JBO3）」では、日本の生物多様性

に関する「4つの危機」が依然として深刻であり、生態系サービスも劣化傾向にあるとされた。これまでの取
り組みにより損失速度は緩和されつつあるが、回復の軌道にはまだ乗っていないとの結論である。この状況を
踏まえ、日本は「ネイチャーポジティブ」に向けた行動として、2030年までに陸域・海域の少なくとも30%
を保全・保護することを「G7 2030年自然協約」で宣言した（2021年6月、英国開催G7サミット）。国内
においては、2023年3月に閣議決定された生物多様性国家戦略2023-2030に30by30の達成が行動目標に
定められるとともに、自然共生サイト制度の創出・運用開始（2023年4月）、その法制化（生物多様性増進
法2025年4月1日施行）と目標達成にむけた制度整備が進んだ。この国内での一連の動きは、法制度に基
づく保護区ではないが生物多様性保全上重要な地域（Other Effective area-based Conservation 
Measures：OECM）に対する関心が世界的で高まる中にあって、国際的にも先進的な取り組みである。

（新展開・技術トピックス）
•	水中音響技術の蓄積が進み、音響データの合成開口技術や地層データの自動合成が試みられている。得
られたデータの解析には機械学習や深層学習の活用が広がっており、画像処理技術としてStructure 
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from Motion（SfM）などの画像結合技術も研究に取り入れられている。
•	生物と環境に関する局所スケールでのトラッキングやデータロギングが可能となり、小型動物や海洋生物
の行動データ、陸上植生の季節変動や分布に関する画像、生物・非生物の長期観測データ、移動・分
布データの収集が進んでいる。

•	機能形質データベースの整備と活用が進展しており、植物の「TRY」データベースが広く利用されてい
る19）。節足動物、サンゴ、その他の海生生物などの分類群についても拡充が進められている。

•	画像解析などのクラウド上での解析ツール・サービスが充実してきており、Google Earth Engineでは
衛星画像の高速処理が全球規模で可能となり、研究活動に活用されている。Google社はフィランソロ
ピー事業として、チューリッヒ工科大学の生態系復元活動データベース「Restor」の運用を技術・資金
両面で支援している（初期支援額100万米ドル）。マイクロソフト社はAI for Earthプロジェクトを通じて、
衛星画像、写真、動画、現地観察などのデータを機械学習・深層学習で解析するクラウドサービスを提
供しており、GEO-BONと協働して生態系の管理・予測へのAI活用も進めている。さらに、自然体系の
監視・モデル化・管理の革新を目指す個人・組織のプロジェクトに対して助成金も提供している。

•	機械学習や深層学習、状態空間モデル等のベイズ統計、Empirical Dynamic Modelling（EDM）に
よる因果関係推定法などの統計・計算ツールが普及し、多様な観測手法で得られたデータから、単一種
または多種の空間分布、個体数の時間変化等を評価・予測する技術発展が進んでいる。Rソフトウェア
のパッケージ導入により、これらが容易に利用可能になっている。

•	生態系サービスの評価モデルに関する研究・開発が活発に進められており、潜在的な供給量の数値化・
地図化が可能なモデルが多数提案されている。GUI操作が可能なソフトウェア（InVEST、TESSA、
ARIES、LUCIなど）も整備され、陸域・海域ともにモデル開発が進展し、世界各地で多様な使用例が
報告されている。

•	日本の研究者による陸上生態系炭素・窒素循環モデル（VISIT）を用いた地球温暖化影響の予測研究
も拡大している。科学研究費補助金・学術変革研究（A）「地球環境を守るための統合生物圏科学」では、
遺伝子・種・生態系の各階層における統合的研究を推進し、フィールド観測・衛星観測・シミュレーショ
ンモデルを統合した「デジタルバイオスフェア」の構築を目指している。

•	生態系機能やサービスと生物多様性との関係性が動植物や微生物を含めて明らかになりつつあり、生物
多様性が生態系機能を支える「資本」としての経済価値の評価も始まっている13）, 14）, 20）, 21）, 22）。これら
の研究には1990年代からの大規模野外操作実験の成果が活用され、世界的に拡充が進んでいる23）, 24）。

•	市民科学の展開も注目されており、eBirdやiNaturalistなどのプロジェクトは、ナチュラリストや市民、
研究者が観察記録を共有し、種同定や地図化を行うソーシャルネットワーキングサービスとして普及して
いる。国内でもBiomeなどのアプリが広まり、画像データのラベリングやアプリ開発も進んでいる。

•	第24期日本学術会議若手アカデミーはシチズンサイエンスに関する「提言」を発出し25）、これを受けて
NHKが2021年から「シチズンラボ」を開始するなど、社会的関心が高まっている。内閣府のムーンショッ
ト型研究開発事業「資源循環の最適化による農地由来の温室効果ガスの排出削減」では、市民科学プ
ロジェクト「地球冷却微生物を探せ」が進行中である。

•	産学連携の取り組みが進んでおり、モンベル社と京都大学などによる「森の健康診断」調査などがある。
大学等研究機関と市民科学の連携では、環境DNAを活用した生物分布情報の収集が進展しており、全
国規模の観測体制とデータベース化、共有化の動きも見られる（例：ANEMONE）17）。     

•	環境DNAデータはGBIFやOBISでも登録可能となるよう拡張が進められており、メタバーコーディング
の普及により微生物群集の定量化がより容易になっている。機能遺伝子の探索やデータベース化も進展
している。

•	ビジネス分野では、環境の外部不経済の評価・管理・報告に関する統一的手法の研究を行う非営利組織
「自然資本連合（Natural Capital Coalition）」が2014年に発足した。企業の意思決定に自然資本の
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概念を取り入れることを目的に、自然資本会計の世界標準となる「自然資本プロトコル」を策定している。
2020年7月には「自然のためのキャンペーン（Campaign for Nature）」において、陸海の保護区を
地球表面積の30%まで拡大することで経済発展が見込まれるとの定量評価結果が公表された26）。生物
多様性と経済発展の両立に対する関心は、世界経済フォーラムなど経済セクターでも高まっている。

•	Nature Positive Initiativeの下で、主にビジネスセクターでの利用を想定した世界共通の生物多様性
の状態指標（State of Nature Metrics）の検討が開始された27）。

•	国際的な生物多様性観測ネットワークのGEO - BONとそれに関係する研究者らが「Global 
Biodiversity Observing system：GBiOS」構想を提案した28）。GBiOSは昆明・モントリオール生物
多様性枠組の目標達成に向け、その進捗状況を国家間で衡平にモニタリング可能にするための国際的な
ネットワーク構築の構想である。     

•	GEO（地球観測に関する政府間会合）は、2023年11月に南アフリカ・ケープタウンで開催された閣僚
級会合において、ポスト2025戦略「Earth Intelligence for All」を正式に採択・承認した。この戦略
は、地球観測データを活用し、意思決定に資する知見（Earth Intelligence）を提供することを目的と
している29）。GEOは2025年5月に採択された「GEO Work Programme」において、「Global 
Ecosystems Atlas」構想を提案し、生態系・生物多様性の分布に関する地球観測データの統合プラッ
トフォームの構築を開始した。     

3.3	 課題
（科学技術的課題）

•	データ蓄積、データ基盤整備
公開データの利用拡大に向けて、データベースの量的・質的向上が課題となっている。既存のデータベー

スには衛星画像、生物種の在不在、現存量、DNA情報など多様な情報が蓄積されているが、種同定や現存
量の測定精度などの基本的な品質管理が不十分であり、誤った種同定による誤情報の蓄積が懸念されている。
分類群や地域に量的な偏りがあり、特に機能形質や機能遺伝子のデータベースは細菌など一部の分類群で進
展しているものの、動植物では依然として不足している。生物種の分布、現存量、遺伝配列情報の時間的・
空間的な幅広い蓄積が求められている。また、データの流通・共通化、解析技術の共有など、データシェア
の基盤となるプラットフォーム整備が遅れている。データ取得・整理・品質管理の自動化や、種分布・ゲノム
情報のビッグデータ解析に必要なインフォマティクス技術の普及、技術者育成も、ビッグデータサイエンスへ
の高まる期待に追いついていない。
生態系・生物多様性分野におけるデータベースは観測対象や観測主体により異なるものが多数構築、運用

されている。生物多様性や生態系サービスの総合的な評価を推進するためにはこれらの異なるデータベース
の横断的利用を可能にする情報技術の導入が求められる。また、地球規模での環境変動の影響を評価・予
測するためには、地球観測データや気候変動予測データとのシームレスな連携が必要とされる。「データ統
合・解析システム Data Integration & Analysis System（DAIS）」では地球観測データ及び気候変動予
測データの蓄積・利用を推進する情報プラットフォームを構築しており、2024年には日本長期生態学研究ネッ
トワーク（JaLTER）のデータベースがDIASに移設され、今後の分野融合的な情報基盤の構築が期待される。

•	生物多様性ビッグデータの解析技術
リモートセンシングや自動観測技術の開発の展開、また環境DNAの普及等により、生物多様性観測のビッ

グデータ化が進んでいる。一方で、それらのデータを効果的・効率的に解析し生態系や生物多様性の保全の
意思決定に有用な評価・予測につなげていくための解析技術は発展途上にある。計算機集約型の統計モデリ
ングや、機械学習・AIなど他分野での進展が著しいデータ解析技術の応用が当分野で進むことで、今後飛躍
的な発展が期待される。
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•	生物多様性を評価する指標の開発
種数以外の指標を用いて、生物多様性の時間的・空間的分布を評価する新たな指標の開発が求められてい

る。GEO-BONではEssential Biodiversity Variables（EBVs）が提唱されており15）、これを応用した
Essential Ecosystem Services Variablesの検討も進められている30）, 31）。海洋分野では全球海洋観測シス
テム（GOOS）からEssential Ocean Variablesが、気候変動分野では全球気候観測システム（GCOS）
からEssential Climate Variablesが提案されており、いずれも生態系の構造・機能に関する変数を含む（図
1）。

図1　EBVsを中心とした観測変数の関係図
EBVs（Essential Biodiversity Variables）は、生物多様性の構造・機能・状態を評価するための基本変数であり、他の観測
変数群（EOVs：海洋、ECVs：気候、EESVs：生態系サービス）の基盤となる。各変数群は対象領域や目的に応じて使い分け
られ、相互に補完的な役割を果たす。

指標の開発においては、地上観測コミュニティとの連携が課題とされており32）、気候や生態系・生物多様
性の特徴が異なる各地域での検討ならびに検証が必要とされている。また、機能的・系統的多様性などの指
標は種数の傾向と一致しないこともあり33）、バイオームをまたいだ時空間分布の網羅的な把握が求められて
いる。特に土壌や深海など調査が困難な対象については、より実効性のある世界的な観測・予測枠組みの構
築が必要とされている34）。
世界的に広く活用されている指標には、国際自然保護連合（IUCN）によるRed List Index（RLI）と世

界自然保護基金（WWF）によるLiving Planet Index（LPI）がある。 LPIは対象種が限られる国もあり、
情報の偏りや不確かさが指摘される一方、影響力のある評価論文の根拠として多く引用されている。2020年
にNatureで公表された論文 35）には、多くの反論論文が追随した36）。グローバルスケールでの生物多様性の
評価指標に加えて、個別の企業や事業所単位といったローカルスケールで利用可能な信頼性の高い生物多様
性の共通指標のニーズも高くなっている。このニーズに応えるため、Nature Positive Initiativeの下で、主
にビジネスセクターでの利用を想定した世界共通の生物多様性の状態指標（State of Nature Metrics）の
検討が開始された。このように行政や産業界からのニーズが高まる一方で、生物多様性の状況評価や指標化
については、依然として研究の余地が残されている。

•	生態系サービスの評価・予測
生態系サービスの定義、現状評価や将来予測に関するモデリング手法の研究開発が求められている。経済

学的アプローチとして「仮想的市場評価法」や、InVESTを提供する「自然資本プロジェクト（Natural 
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Capital Project）」の活用事例が知られているが、統一的な手法は未確立である。自然の量的な資本価値だ
けでなく、生物による環境改変や相互作用などの生態系プロセスを含めた機能・サービスの経済評価が必要
とされている37）。

花粉媒介のような栄養段階をまたぐサービス38）や、文化的サービスのように社会的要因に左右されるサー
ビスの予測は技術的に難しく、共通フォーマットやデータベースの欠如が国際比較を困難にしている。また、
生物種の分布予測モデル（ニッチモデリング）のような確立手法が生態系サービスの地図化や広域評価には
存在せず、政策決定に資するモデルの開発が課題である。

•	大規模野外操作実験
湖沼や流域などの空間スケールで、生態系全体を操作対象とする大規模長期試験は、海外で多くの先行事

例がある39）。たとえばBEF-Chinaでは、流域スケールで樹木多様性を操作し、生態系機能への影響を評価
している40）, 41）, 42）。Aquacosmのような環境操作実験施設は、モデル検証や複雑な相互作用の抽出に有効
であり、観察だけでは得られない知見を提供する43）。このような操作試験は短期的な成果には向かないが、
非平衡で動的な生態系の予測には有効である。環境変動が進む現代では、複雑系の理解に向けた基礎デー
タの収集手段として、ますます重要になっている44）。

•	政策のための科学
科学的知見や技術を、国内施策（生態系管理、自然再生、災害対応等）や国際的枠組み（CBD、IPBES、

IPCC、GEO、国際地球環境研究プログラム（Future Earth）等）への貢献に活かすため、持続的な仕組
みの構築が必要とされている。そのためには、気候変動対策など他施策とのトレードオフやシナジーの検討
（例：再エネ適地と多様性保全地域のバランス）、地球観測データを活用したユースケースの蓄積と共有、さ
らに企業や市民を巻き込んだ研究開発と意識醸成が求められている。

•	生態系・生物多様性と感染症の関係性
生態系・生物多様性の損失や森林の分断化と、新たな感染症の発生リスクとの関係について、科学的知見

の充実が求められている。特に東アジア・東南アジアの研究コミュニティ（APBON、ILTER-EAPなど）と
の連携が不可欠であり、国際共同研究の枠組みが必要とされる。CBD事務局が2020年に公表した「地球規
模生物多様性概況第5版（GBO5）」では、生物多様性の損失を低減・回復させる鍵として8分野を挙げ、
その1つに「生物多様性を含んだワン・ヘルス」を位置づけている。近年の感染症は動物由来が多く、自然
の劣化が人と自然の関係を変化させ、感染拡大に影響していると指摘されている。実際に、人獣共通感染症
の防備における自然環境保全の費用対効果の高さも認識されつつある45）, 46）。

（その他の課題）
JaLTERなどの観測・研究ネットワークから得られるデータの整備・拡充やオープンサイエンスの推進には、

データベースの存在が不可欠である。しかし多くは研究者個人の資金に依存しており、中長期的な維持運営
が困難な状況にある。
日本語のみで整備されたデータベースも存在し、利用者拡大の障壁となっている。国際共同研究を促進す

るには英語等でのデータ公開が必要であり、世界的なオープンアクセス化に対応した支援体制の構築も急務
である。基金整備などによるオープンアクセス費用の支援が求められているが、日本では研究費削減の影響
で予算配分が難しく、欧米諸国に比べて論文やデータの公開数が少ない。また、海外では情報科学の専門家
が分類学者の研究室で働く例もあるが、日本では分野間の連携が乏しく、こうした体制が整っていない。これ
らの課題は、FAIR原則（Findability, Accessibility, Interoperability, Reusability）の実現にも関わる
と認識されている。近年では、研究データの持続可能な管理・共有に向けて、RUSTIC原則（Reusable, 
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Unbiased, Secure, Transparent, Inclusive, Controlled）が提案されており、FAIR原則と併せて注目さ
れている。
気候変動下での生態系・生物多様性の分析・可視化・予測の重要性が高まる中、地球システムや気候変

動関連データベースとの連携も必要である。2011年度の「グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス
（GRENE-ei）」では、地球観測分野のデータベース連結が開始されており、今後の発展が期待されている。

環境影響評価や水産資源調査などの公的資料に含まれるデータが、研究に活用されずに埋もれている現状
もある。リポジトリの整備やデータ公表の在り方を見直し、利活用の最大化が望まれる。また、広域研究で
は許認可や国外でのデータ収集に伴う事務負担が大きく、研究実施の障壁となっている。さらに、公的資金
で取得したデータの提供義務化や重複取得の回避、品質管理、データベース化など、戦略的なデータ整備が
重要である。遺伝情報や海洋観測技術などにより大量の情報取得は技術的に可能となったが、依然としてコ
ストが課題であり、助成制度や低コスト化技術の開発が求められている。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】
［基礎研究］

•	個人レベルの理論研究は依然として日本の強みである。
•	BISMaL、JBIF、JBONなどの国内データノードと博物館・大学の協力により、生物分布データの蓄積
が進んでいる。一方で、過去情報の電子化や新規収集は不十分。ただし、JaLTERや環境省モニタリン
グサイト1000などの継続的な取り組みにより、在不在情報に加え変化を追うデータが集積されており、
モニタリングの充実度は世界屈指である。

•	IPBES、IUCN、Future Earthなど国際的な取り組みへの貢献も継続している。
［応用研究・開発］

•	欧米のような組織的な大規模データ取得や統合研究は日本では十分に進んでおらず、実証研究ではデー
タ提供者としての立場が強く、主導的とは言い難い。

•	環境DNAや音・画像記録などの新たな観測技術の開発では、日本は引き続き世界的に主導的な立場に
ある。

•	地球観測データ及び気候変動予測データを主とする「データ統合・解析システム（DIAS）」にJaLTER
データベースが移設され、地球環境データと生態系・生物多様性データの融合を可能にする情報基盤の
構築が進められている。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド→、応用研究・開発：現状○/トレンド→］

【米国】
［基礎研究］

•	多様な研究が国際連携の下で展開され、多くのプロジェクトで主導的役割を果たしている。
•	LTER（長期生態学研究）ネットワークは、27サイトで長期観測・実験・モデリングを実施し、国際的
なデータ発信源として機能。NEONとの連携による大陸規模の生態系研究も進展している。

［応用研究・開発］
•	モニタリングデータの活用からモデル応用まで幅広い研究が展開され成果が継続的に公表されている。
•	マイクロソフト社は「AI for Earth」や「SPARROW」などを通じて、AIによる生物多様性・気候・水
資源の解析支援を拡充。2025年には新たなAIモデル「Aurora」が公開され、地球システムの基盤モ
デルとして気候予測や環境変動の解析に活用されている。Auroraは、気象・環境予測のAI化を加速す
る代表的な事例として注目されている47）。

•	グーグル社は「AlphaEarth Foundations」をGoogle Earth Engineで公開し、衛星データを統合し
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た高精度な地球環境マッピングを実現。50以上の機関と連携し、生態系分類や土地利用変化の解析に
活用されている48）。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド↗、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］
【欧州】
［基礎研究］

•	多様な研究が国際連携の下で展開され、特にドイツ・英国・スイスが統合研究のイニシアチブを担って
いる。英国主導のPREDICTSやBIOTIME、ドイツ・スイスによるBEF-Chinaへの資金・技術支援が
継続している。

•	GBIF、OBIS、TRYなど世界規模のデータベースを維持・運用している。
•	EUは「EU Biodiversity Strategy for 2030」の進捗状況を2025年に公表し、約半数の勧告が実施
段階にあると報告された。一方で、データ不足などの課題も残されている49）。

［応用研究・開発］
•	スウェーデンのストックホルム・レジリアンスセンターは、海洋研究ネットワークの構築や社会変革に向
けた新たな指標の提案など、活動を拡大している。

•	NGOとの連携による国際会議の開催、国際規格の策定、管理プログラムの検討など、資源管理分野で
も積極的な展開が見られる。

•	ドイツ、スイス、オーストリアでは、国際宇宙ステーション（ISS）からのレーザー測量（GEDI）や衛
星画像を活用した森林生態系の広域マッピングが進展している。GEDIは一時運用停止されていたが、
2024年にISSでの運用復帰が正式に発表され、森林構造の高精度観測が再開された50）。

•	ドイツでは、ドイツ研究振興協会（DFG）が2006年から支援する「Biodiversity Exploratories」プ
ロジェクトが継続中である。3地域にわたり、草地50・森林50の計100プロット/地域（総計300）を
配置し、土地利用強度の勾配に沿って生物多様性と生態系機能を比較・検証している。データはBExIS
プラットフォームでFAIR原則に基づき管理・公開されており、累計予算は250〜300億円規模とされる。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド↗、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］

【中国】
［基礎研究］

•	国際誌で発表された指標を、著者グループと連携して早期に適用する例があり、海外研究者との結びつ
きが強化されている。 海外に流出した人材の呼び戻しや、中国人研究者との連携強化により、国際競争
力の向上が図られている。 こうした動きの結果、学術論文の出版数も急増している。

［応用研究・開発］
•	国際プロジェクトの誘致、フィールド提供、国際会議支援などを通じて、海外との連携を積極的に推進
している。

•	データベース拡充や観測活動は、国内外と連携した大型プロジェクトとして組織的に進められている。
•	化学分析や遺伝データのシーケンシングを安価に実施できる民間企業の存在により、官民連携による研
究体制が整っている。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド↗、応用研究・開発：現状○/トレンド↗］

【韓国】
［基礎研究］

•	国立生態院が運営するEcoBankでは、生物多様性の地理情報を体系的にデータベース化・公開しており、
国内外の研究者による活用が進んでいる。

•	北極海や渡り鳥の保護に関する国際会議の誘致、East Asian-Australasian Flyway Partnership
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（EAAFP）事務局との連携など、国際条約関連の活動も活発である。
［応用研究・開発］

•	国立生態院を中心に、生物多様性・生態系の研究と社会へのアウトリーチ活動が継続的に展開されてい
る。2025年には、国際生物多様性の日に合わせた全国的な啓発イベントが開催され、政策・市民・企
業の連携強化が図られている。

•	第5次国家生物多様性戦略（2024〜2028）では、空間計画による管理強化や生態系回復による自然
資本の価値向上など、具体的な目標と行動計画が示されている。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド→、応用研究・開発：現状△/トレンド→］

【オーストラリア】
［基礎研究］

•	海洋・陸域生態系の両分野で、データ収集・解析・保全応用にわたる研究が精力的に進められている。
国内誌の国際的インパクトは限定的ながら、欧米の高インパクト誌への発表は継続的に行われている。

•	陸上生態系観測ネットワーク（TERN）は、地上観測と衛星観測を組み合わせた環境データ取得・公開
システムを構築。2025年には、国内外の政策決定に資する科学基盤としての役割を強化し、国際的な
生態系科学イニシアチブとの連携も進めている。

［応用研究・開発］
•	保全管理、温暖化影響評価、生物多様性評価、海洋リモートセンシングなど、大学ごとに特色ある研究
が大型予算で推進されている。国際学会でのセッション開催やワークショップの実施にも積極的である。

•	世界的に利用される生態系評価モデル「Atlantis」の開発や、科学と政策を結びつける「NESP 
Biodiversity HUB」の構築が進展。2025年には、海洋保護区の管理や気候変動対応に向けた新規プ
ロジェクトが複数始動している。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド↗、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］

【カナダ】
［基礎研究］

•	データベースの構築や国際ネットワークの構築などで世界の研究をリードしている。
•	北極圏の国として、北極圏の資源や生態系に関する観測研究をもっとも精力的に展開している。

［応用研究/開発］
•	Ecopath/Ecosimなど、世界的に利用される生態系モデルの開発を通じて応用研究を推進している。
•	日本財団のNereusプログラムを通じて、日本との国際連携も進めている。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド→、応用研究・開発：現状◎/トレンド→］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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